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企画調整グループ

１　知的障がいのある生徒の教育環境整備事業に関する事務

　　知的障がいのある生徒の高等学校での教育の充実を図るため、平成17年８月の大阪府学校教育審議会答申を踏まえ、「自立支援推進校」と「共生推進校」を平成18年度に制度化した。

その後、「大阪の教育力向上プラン（平成21年１月策定）」及び「大阪府教育振興基本計画（平成25年３月策定）」に基づき、共生推進教室を府立高等学校に順次設置した。
　　平成29年３月に公表した自立支援推進校と共生推進校での取組みの成果等を踏まえ、平成30年度入学者選抜において府立高校３校の知的障がい生徒自立支援コースの募集人員を増やした。
　　平成30年８月に大阪府立高等学校における知的障がいのある生徒の教育環境整備方針を改定し、令和2年度より、府立なにわ高等支援学校の共生推進教室を府立東住吉高校及び府立今宮高等学校に設置した。

　　また、自立支援推進校及び共生推進校において、知的障がいのある生徒が円滑に学校生活を送ることができるよう、コーディネーター等を配置した。

　　
令和２年度の自立支援推進校・共生推進校の設置状況

· 自立支援推進校（９校）
高等学校が設置している学科にあわせて同学科「知的障がい生徒自立支援コース」を設置。

	学校名
	学科
	所在地

	阿武野高等学校
	普通科
	高槻市

	八尾翠翔高等学校
	普通科
	八尾市

	園芸高等学校
	農業に関する学科
	池田市

	柴島高等学校
	総合学科
	大阪市東淀川区

	西成高等学校
	総合学科（エンパワメントスクール）
	大阪市西成区

	枚方なぎさ高等学校
	総合学科
	枚方市

	松原高等学校
	総合学科
	松原市

	堺東高等学校
	総合学科
	堺市

	貝塚高等学校
	総合学科
	貝塚市


· 共生推進校（10校）
高等学校と支援学校が協力し、支援学校の生徒が日々高等学校通い、高等学校の教育を受ける「共生推進教室」を府立高校に設置。

	設置校名
	学科
	所在地
	本校（高等支援学校）

	金剛高等学校
	普通科
	富田林市
	たまがわ高等支援学校

	枚岡樟風高等学校
	総合学科
	東大阪市
	

	北摂つばさ高等学校
	普通科
	茨木市
	とりかい高等支援学校

	千里青雲高等学校
	総合学科
	豊中市
	

	信太高等学校
	普通科
	和泉市
	すながわ高等支援学校

	久米田高等学校
	普通科
	岸和田市
	

	緑風冠高等学校
	普通科
	大東市
	むらの高等支援学校

	芦間高等学校
	総合学科
	守口市
	

	東住吉高等学校
	普通科・芸能文化科
	大阪市平野区
	なにわ高等支援学校

	今宮高等学校
	総合学科
	大阪市浪速区
	


２　特別支援教育就学奨励費に関する事務
支援学校（府立44校2分校、市立２校1分校）に就学する児童・生徒の保護者に対し、経済的負担能力に応じ、就学に必要な経費を支給した。(国庫1/2)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額    R2 　　７５４,５０９千円
 R1　　 ７７３,９７７千円
 H30　　７８５,２１４千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　

	支弁段階
	支　弁　段　階
	支給人員
	支　給　額

	Ⅰ

（全額支給）
	世帯収入額
世帯需要額
	6,518人
	645,236,485円

	Ⅱ

（一部1/2支給）
	世帯収入額
世帯需要額
	1,677人
	97,607,048円

	Ⅲ

（一部支給なし）
	世帯収入額
世帯需要額
	1,072人
	11,665,841円

	計
	
	9,267人
	754,509,374円


· 根拠法令

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特別支援学校への就学奨励に関する法律
３　支援学校幼児・児童・生徒の通学に関する事務
　　支援学校の通学バスの運行を委託した。

	直営
	大　　　　型
	　１
	  2

	
	中　　　　型
	 1
	

	　委託
	大　　　　型
	27
	320

	
	大型スロープ
	45
	

	
	中型スロープ
	51 
	

	
	中　　　　型
	155
	

	
	小　　　　型
	42
	

	合　　　計
	322


　　○　令和２年度　運行台数　　　　　　　○　運行委託契約

　　　　　　契約会社数　　　　　　　　　　６社

決　算　額　R2　 ２,５４４,６３１千円
R1   ２,３１１,５４１千円
H30　２,５０５,８００千円

　　　　　　　

４　特別支援学級関係の国庫補助事業に関する事務
　　国の事務委任に基づき、関係市町村に対し補助金を交付するとともに、その適正な執行を図るよう指導した。

	
	令和２年度
	令和元年度
	平成30年度

	特別支援教育就学奨励費補助金
	32市7町
	32市7町1村
	32市7町1村

	
	170,522 千円
	234,596 千円
	208,027千円


５　高等学校通級指導整備事業に関する事務
発達障がい等のある生徒に対し、学習上又は生活上の困難の改善・克服を目的とした指導を実施する通級指導教室を、府立高等学校４校に設置した。
　○通級指導教室設置校
　府立柴島高等学校（総合学科）、府立松原高等学校（総合学科）
大手前高等学校（文理学科）、岬高等学校（総合学科：エンパワメントスクール）
６　高等学校支援教育力充実事業に関する事務
　　高校に在籍する知的障がいや発達障がいのある生徒への指導・支援について、校内支援体制や仲間づくり、教科指導等のノウハウを有する自立支援推進校等から４校を「支援教育サポート」校と位置づけ、府立高等学校及び府内の私立高等学校への訪問・来校相談等の実施により高等学校における支援教育の充実を図った。
　　また、教育支援体制等について専門的見地から指導助言等を実施するための医療等専門家を派遣し、生徒のアセスメントや望ましい教育的対応について指導助言を行った。

７　府立支援学校における知的障がいのある児童生徒の増加への対応に関する事務
　　府立支援学校における知的障がいのある児童生徒の増加に対応するため知的障がいのある児童生徒等の学習環境の確保に関する基本方針を策定し、もと西淀川高校を活用した新たな支援学校の整備等を進めた。

学事・教務グループ
１　学級編制に関する事務

　　公立支援学校の学級編制について、指導助言を行った。

	総児童生徒数
	総学級数
	内　　　　　　　　　訳

	
	
	一般学級
	重複学級
	訪問学級

	9,494（-4）
	2,357（+13）
	1,273（+10）
	1,019（+2）
	65（+1）


２　障がいのある児童・生徒の就学指導に関する事務

　　支援教育課に就学指導員を3人配置するとともに、市町村教育委員会支援教育担当指導主事等を対象に障がい児就学事務研究協議会を開催し、適正な就学が行われるよう指導した。

３　府立支援学校のICT機器等の整備・運用・管理及び活用に関する事務

　府立支援学校における情報教育の推進や障がいのある児童・生徒の情報活用能力の育成を一層図るため、ICT機器、LAN教室、学校情報ネットワーク、聴覚支援学校文字情報システム等の整備や運用・管理を行っており、リース期間満了となるICT機器等の更新を図った。

また、多様な子どもたちを誰一人取り残すことのない、公正に個別最適化された学びの実現を目的とする国の「GIGAスクール構想」のもと、児童・生徒用タブレット端末や入出力支援装置等の整備を進めた。
決　算　額 R2　５６９,９３１千円
R1　２０６,６６４千円
H30  ２０４,１５９千円
４　キャリア教育支援体制強化事業費に関する事務

　　府立支援学校2校をモデル校として、早期からの職業教育・キャリア教育を基盤とした教育課程の再編を行うため、キャリア教育支援アドバイザーを派遣し、各学部の教科・領域による系統的な指導・支援の充実を図った。
キャリア教育に関する研修や、指導助言を受ける機会を設けた。
決　算　額　　　　９９千円
５　外国語（英語）講師派遣事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　府立支援学校児童・生徒に対し、言語や文化に対する理解を深め、他者を尊重することや、他者への配慮をしながら外国語でコミュニケーションを図ろうとする態度を育成するため、府立支援学校に対し外国語（英語）講師の派遣を行った。
児童・生徒の外国語を学ぶ意欲醸成、異文化理解の深化、外国語による簡単なコミュニケ－ション力の向上等の成果が得られた。

決　算　額　　９，０２４千円

生徒支援グループ

１　教育内容の充実に関する事務

　　府立支援学校の教育内容の充実について指導助言等を行うとともに、生徒の社会的・職業的自立を支援する教育活動を充実するための研修を行った。

　　また、福祉医療関係の専門性のある人材や社会人を特別非常勤講師等として配置し、教育内容の充実を図った。

２　支援学校のセンター的機能に関する事務
府立支援学校44校1分校のリーディングスタッフの資質向上や地域ブロック体制の充実を図るため、実践協議会を年２回開催し、研修及び情報交換を行った。

また、地域の小・中学校、高等学校等への訪問相談等を推進するため、リーディングスタッフの確保等を行った。

３　支援教育に係る講習会・研修会に関する事務

(1) 府内の支援学校及び小・中学校、高等学校の教員の資質向上を図るため、教育職員免許法に基づく、特別支援学校教諭免許の認定講習を行った。

令和２年度認定講習単位習得者数
	科目

校種別
	特別支援教育領域に

関する科目（講座数：6 ）

	支援学校
	315　　

	小･中学校
	172　

	高等学校
	36

	計
	523　


(2) 府立支援学校教員の免許保有率向上を図るため、第２認定講習を行った。

（特別支援教育領域に関する科目 講座数：3　単位修得者数：437人）

特別支援教育に関する教職員等の資質向上事業
決　算　額　　１，２７２千円 

４　安全対策事業に関する事務　
　　医師の指示により、看護師の付添いがあれば参加が可能となる児童生徒の宿泊行事等の実施にあたり、看護師の付添いに要する経費を措置した。

５　医療的ケア実施体制整備事業に関する事務

社会福祉士及び介護福祉士法の一部改正に伴い、平成24年度から登録特定行為事業者（支援学校）において、一定の研修を受けた認定特定行為業務従事者（教員等）が特定の幼児児童生徒に対して特定行為（咽頭より手前の口鼻腔内喀痰吸引・気管カニューレ内喀痰吸引、胃ろう・腸ろうを含む経管栄養）を実施することが可能となった。府立支援学校において、医療的ケアを要する児童生徒が安心して学校生活を送ることができるよう、医療的ケアに関する法定研修を含めた研修会を実施し、教員や学校看護師の指導技術等の向上を図るとともに、医療的ケアに関する関係機関等と連携し、課題等の検討を行った。

６　医師への相談事業に関する事務　
府立支援学校において、複数かつ高度な医療的ケアが必要な児童生徒の増加に伴い、教員等が校内で安全に医療的ケアを実施するため、医師（医療的ケア指導医）に相談できる機会を設けた。
決　算　額　　２,５８０千円

７　医療的ケア通学支援事業に関する事務　
　　通学中に医療的ケアが必要なために通学バスを利用できない等の理由により通学が困難
な児童生徒の学習機会を保障するために、介護タクシー等に看護師が同乗し、登下校時の車内で医療的ケアを実施することにより通学を支援した。また、校内における医療的ケアに対応する看護師を配置した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額１２７，７５７千円
８　学習支援員等配置事業に関する事務　制度推進G
　コロナ禍において教育活動の持続性を確保し、教育水準の低下を防ぐことを目的に、①安
心で万全な感染防止体制の確保を図るための「スクールサポートスタッフ」、②児童生徒
等への直接的な支援・介助を実施する「学習支援員」を配置した。
決　算　額　１０８，４２７千円

支援学級グループ

１　支援学級に関する事務
　　府内の公立小・中学校に設置する支援学級に関し、指導助言等を行った。

(1) 令和２年度支援学級設置数　（政令市を除く）

	
	弱　視
	難　聴
	知　的
	肢　体
	病　弱
	自閉・情緒
	言　語
	計

	小学校
義務（前期）を含む
	30
	64
	1,188
	250
	265
	1,505
	0
	3,302

	中学校
義務（前期）を含む
	16
	28
	478
	93
	105
	524
	0
	1,244

	　 計
	46
	92
	1,666
	343
	370
	2,029
	0
	4,546


(2) 令和２年度通級指導教室設置数 （政令市を除く）

	
	言語障がい
	難　　聴
	情緒障がい
	発達障がい
	計

	小　学　校

義務（前期）を含む
	14
	1
	1
	217
	233

	中　学　校
	0
	0
	1
	78
	79

	計
	14
	1
	2
	295
	312


２　支援教育に係る講習会・研修会に関する事務
市町村教育委員会の支援教育担当指導主事の資質向上を図るため、支援教育担当新任指導主事研究協議会及び支援教育担当指導主事会を行った。

	
	新任指導主事研究協議会
	指導主事会
	計

	日数・実施日
	3回  6/1 ，6/12，9 /30
	5回 　5/15，6/19，9 /30，12/25，3/11
	8回

	延べ参加者数
	※新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から書面開催
	※書面開催、集合開催、及びWEB開催
	―


３　市町村医療的ケア体制整備事業に関する事務

医療的ケアを必要とする児童生徒に対し、地域の小・中学校への就学を促進するため、看護師を配置する市町村に補助金を交付した。

	
	R２年度
	R元年度
	平成30年度

	実施市町村数
	28市町
	31市町
	29市町

	交付決定額
	39,569千円
	34,687千円
	49,895千円

	交付額
	32,206千円
	29,267千円
	43,739千円


４　市町村医療的ケア等実施体制サポート事業に関する事務
(1) 学校看護師人材確保
小中学校に勤務する学校看護師を対象に医療講習会を実施。
（9月に2回開催：参加者数98名）

学校看護師の魅力の普及や啓発のため、リーフレットを増版し、市町村教育委員会や大阪府看護協会等に配布。
市町村による安全・安心な医療的ケア実施体制構築を支援するため医師等の専門家を
　　小・中学校へ派遣 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（年９回９校へ派遣）決　算　額　　　　１，５１０千円

(2) 体制整備推進事業
医療的ケアを必要とする児童生徒の転入学や新たな障がい種別の支援学級新設に伴い、施設整備等を行った市町村に初期費用の一部を補助した。
決　算　額　　　　１，２２５千円

５　「ともに学び・育つ」学校づくり支援事業に関する事務
各市町村における支援教育を推進するリーディング・ティーチャーの育成と市町村教育委員
会の指導主事の専門性向上と通じて、地域の支援教育体制の再構築を図り、事業のノウハウを府オリジナルの「自立活動ハンドブック（小学校版）」として取りまとめ、「ともに学び、育つ」学校づくりの推進を図った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　　　　５３５千円
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